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令和７年度ＤＸに関する実態調査の結果について 

 

１ 要旨・目的  

本県の企業・団体におけるＤＸの必要性や取組状況、課題を把握するため、アンケート調査を実

施し、この度、調査結果を取りまとめたので、概要を報告する。 
 

２ 現状・背景 

令和４年 11 月に策定した「広島県ＤＸ加速プラン」に基づき、ＤＸへの理解・ 実践意識の醸成

やＤＸの取組を後押しする様々な施策を実施しており、効果的な施策を推進する上で、県内の企

業・団体の現状を把握する必要がある。 

 

３ 調査概要 

(1) 調査対象 

広島県内の企業・団体（以下「事業者」という。）を対象に、従業員規模ごと（10 人未満、10

人以上 100 人未満、100 人以上の３区分）に無作為抽出した 5,000 者 

(2) 調査方法 

郵送、インターネット調査 

(3) 調査期間 

令和７年９月１日～９月 30 日 

(4) 回答者数 

1,129 者（回答率 22.6％） 

(5) 集計方法 

   ウェイトバック集計（回答結果を広島県内の従業員規模ごとの事業者割合に補正するため。） 

 

４ 調査結果 

(1) 概要 

  ア ＤＸの認知度 

   ・ 「知っている」（28.2％）が昨年度（24.4％）より上昇し、「聞いたことはあるが、詳しく

はわからない」（45.1％）、「聞いたことがない」（26.8％）がそれぞれ昨年度（48.1％、27.5％）

より低下している。 

   ・ 「知っている」と回答した事業者を従業員規模別でみると、10 人未満の事業者が 24.0％、

10 人以上 100 人未満の事業者が 46.0%、100 人以上の事業者が 77.8％であった。 

 

イ デジタル技術の活用を含むビジネス変革の必要性  

・ 「必要性を感じている」（50.0％）、「必要性を感じていない」（50.0％）の割合は、それぞ

れ昨年度（50.5％、49.5％）と比べてほぼ変動がなかった。  

・ 「必要性を感じている」と回答した事業者を従業員規模別でみると、10 人未満の事業者が

44.8％、10 人以上 100 人未満の事業者が 73.6％、100 人以上の事業者が 94.6％であった。 
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・ 「必要性を感じていない」と回答した事業者のうち、その理由については、昨年度と比較

して「活用できる業務がない」が 19.2％から 27.2％に上昇し、「具体的な効果がイメージで

きない」が 25.7％から 17.4％に低下した。  

 

ウ デジタル技術の活用を含むビジネス変革の取組状況 

・ 「既に取り組んでいる」（29.5％）、「まだ取り組んでいない」（70.5％）の割合は、それぞ

れ昨年度（30.2％、69.8％）と比べてほぼ変動がなかった。 

・ 「既に取り組んでいる」と回答した事業者を従業員規模別でみると、10 人未満の事業者

が24.8％、10人以上 100 人未満の事業者が50.1％、100 人以上の事業者が73.0％であった。 

 

エ ＤＸの３段階 

(ア) 現在のＤＸの段階 

・ 「第１段階」が 34.9％、「第２段階」が 7.3％、「第３段階」が 3.9％であり、これらを合

わせた割合（「ＤＸの３段階のいずれかに位置している」と回答した割合）が46.1％であった。 

・ 「ＤＸの３段階のいずれかに位置している」と回答した事業者を従業員規模別でみると、

10 人未満の事業者が 41.5％、10 人以上 100 人未満の事業者が 66.9％、100 人以上の事業者

が 85.9％であった。そのうち、「第２段階以上に位置している」と回答している割合は、10

人未満の事業者が 9.8％、10 人以上 100 人未満の事業者が 17.0％、100 人以上の事業者は

33.0％であった。 

 

(イ) ３～５年後に目指すＤＸの段階 

・ 「第１段階」が 18.0％、「第２段階」が 17.2％、「第３段階」が 12.2％であり、これらを

合わせた割合（「ＤＸの３段階のいずれかを目指したい」と回答した割合）が47.4％であった。 

・ 「ＤＸの３段階のいずれかを目指したい」と回答した事業者を従業員規模別でみると、10

人未満の事業者が 42.1％、10 人以上 100 人未満の事業者が 70.7％、100 人以上の事業者は

92.3％であった。そのうち、「第２段階以上を目指したい」と回答している割合は、10 人未

満の事業者が24.7％、10人以上100人未満の事業者が49.9％、100人以上の事業者は75.9％

であった。 

 

オ デジタル技術の活用を検討・実施する際の課題が発生する段階 

 ・ 上記エ(イ)で「ＤＸの３段階のいずれかを目指したい」と回答した事業者のうち、デジタ

ル技術を活用した事業の検討・実施の流れの中で課題が発生することが想定される段階と

しては、「予算確保」（48.2％）と回答した事業者が最も多く、次いで「事前検討」（42.1％）

が多かった。 

・ 従業員規模別でみると、10 人未満及び 10 人以上 100 人未満の事業者においては「予算確

保」、「事前検討」の順に回答割合が高かったが、従業員規模 100 人以上の事業者においては

「予算確保」、「社内説明」の順で回答割合が高かった。 

図：デジタル技術を活用した事業の検討・実施の流れ 
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カ 生成ＡＩの活用状況 

・ 「活用している（有料版）」（7.1％）、「活用している（無料版）」（16.7％）を合わせた割

合が 23.8％となっており、昨年度（11.1％）より上昇している。 

・ 「活用している（有料版及び無料版）」と回答した事業者を従業員規模別でみると、10 人

未満の事業者が 21.1％、10 人以上 100 人未満の事業者が 35.8％、100 人以上の事業者が

60.1％となった。 

・ 「検討中である」（6.1％）、「関心はあるがまだ特に予定はない」（25.0％）、「今後も取り

組む予定はない」（45.1％）を合わせた割合は 76.2％であった。そのうち、生成ＡＩを活用

する上での課題としては、「具体的な効果がイメージできない」（59.4％）の割合が最も高かった。 

 

(2) 今回の調査の主なポイントと今後の取組 

ア デジタル技術の活用について 

・ 従業員規模の小さな事業者ほど、ＤＸの必要性を感じている割合やＤＸに取り組んでい

る割合が低い傾向にある。また、ＤＸの３段階のいずれかに位置している事業者において

は、従業員規模にかかわらず、第１段階にとどまっている割合が高く、従業員規模が大きな

事業者ほど、３～５年後にＤＸの２段階以上を目指す割合が高い傾向にある。 

・ さらに、従業員規模の小さな事業者においては、「事前検討」の段階で課題発生を多く想

定している一方で、従業員規模が大きな事業者においては、「社内説明」などの段階で課題

発生を多く想定していると回答しており、従業員規模によって課題発生を想定している段

階に違いが生じている。 

・ これらのことを踏まえ、従業員規模の小さな事業者に向けては、業務のデジタル化の着手

に向けた支援やデジタル技術を継続的に活用するための支援を、従業員規模の大きな事業

者に向けては、ＤＸの段階を押し上げる支援を行うなど、従業員規模による取組状況や課題

に応じた取組を進めていく。 

 

イ 生成ＡＩの活用状況について 

・ 昨年度と比較して活用割合が上昇している一方で、生成ＡＩの活用状況が「検討中であ

る」、「関心はあるがまだ特に予定はない」、「今後も取り組む予定はない」と回答した事業者

は、「具体的な効果がイメージできない」と回答した割合が高いため、生成ＡＩリテラシー

の底上げや生成ＡＩを使った業務効率化の支援に向けた取組等を進めていく。 
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 集計方法
ウェイトバック集計
・「広島県内の従業員規模ごと（10人未満、10人以上100
人未満、100人以上）の事業者の割合を、実際に回答の
あった従業員規模ごとの回答者の割合で除して得た⽐率」
（重み）を回答者数に乗じて回答割合の補正を⾏った。
・設問ごとにウェイトバック集計を⾏っている。

【計算方法の例（Q2-1）】
重み（C）＝ 事業者数割合（A）÷ 回答者数割合（B）

■ その他
・各グラフの数値については、それぞれ端数を四捨五入している
ため、合計が一致しない場合がある。

・ウェイトバック集計により補正しているため、全体の回答割合
は推定値である。

・ 「従業員規模」と「業種」のみ回答者の実数で集計した。

調査概要

補正後の
割合

重み
（C）

実際の
回答者割合

（B）
回答者数事業者数

割合（A）事業者数従業員規模

82.4%2.2636.5%41182.4%78,64210人未満

16.7%0.3843.8%49316.7%15,98310〜100人
未満

0.9%0.0419.7%2220.9%840100人以上
100.0%100.0%1,126100.0%95,465合計

 目的
広島県内の企業・団体（以下「事業者」という。）におけ
るＤＸの取組状況や課題等を把握する。

 調査対象
広島県内の事業者を対象に、従業員ごと（10人未満、
10人以上100人未満、100人以上）に無作為抽出
した5,000者

 調査方法
郵送、インターネット調査

 調査期間
令和７年９月１日〜９月30日

■ 回答者数
1,129者（回答率22.6％）

■ 使用データ
総務省統計局事業所⺟集団データベース



１ 調査結果
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10人未満
414

36.7%

10人以上〜100人未満
493

43.7%

100人以上
222

19.7%

2
2
5
6

17
18
26
36

51
56
58
60

73
99

113
144

170
193

0 50 100 150 200 250

不明
漁業

電気・ガス・熱供給・水道業
複合サービス事業
⾦融業，保険業

農業，林業
情報通信業

教育，学習支援業
運輸業，郵便業

生活関連サービス業，娯楽業
学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業
不動産業，物品賃貸業

サービス業（他に分類されないもの）
建設業

医療，福祉
製造業

卸売業，小売業

回答者属性

従業員規模と業種（実数）

n＝1,129
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知っている
28.2%

聞いたことはあるが、
詳しくはわからない

45.1%

聞いたこ
とがない
26.8%

Q1 ＤＸの認知度

n＝1,126

注）Ｒ７年度全体割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数

Ｒ６年度
全体割合

Ｒ７年度
全体割合

Ｒ７年度従業員規模別割合

100人以上10〜100人
未満10人未満

24.4%28.2%77.8%46.0%24.0%知っている

48.1%45.1%19.9%38.7%46.6%
聞いたことはある
が、詳しくはわか

らない

27.5%26.8%2.3%15.2%29.4%聞いたことがない

 「知っている」と回答した割合は28.2%であった。
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Q2-1 デジタル技術の活用を含むビジネス変革の必要性

 「必要性を感じている」 と回答した割合は50.0%であった。

必要性を感
じている
50.0%

必要性を感
じていない
50.0%

n＝1,126

Ｒ６年度
全体割合

Ｒ７年度
全体割合

Ｒ７年度従業員規模別割合

100人以上10〜100人
未満10人未満

50.5%50.0%94.6%73.6%44.8%必要性を感
じている

49.5%50.0%5.4%26.4%55.2%必要性を感
じていない

注）Ｒ７年度全体割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数
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Q2-2 デジタル技術の活用を含むビジネス変革の必要性を感じていない理由
（Q2-1で「必要性を感じていない」と回答した事業者に向けた問い）

 回答した割合が最も高いのは、 「活用できる業務がない」（27.2％）で、 次いで「現状に満足し
ている」（23.0％）であった。

n＝347

4.8%

11.0%

16.5%

17.4%

23.0%

27.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

その他

事業縮小（廃業を含む）を考えてい
る

デジタルに対して苦⼿意識がある

具体的な効果がイメージできない

現状に満足している

活用できる業務がない Ｒ６年度
全体割合

Ｒ７年度
全体割合

Ｒ７年度従業員規模別割合

100人
以上

10〜100
人未満10人未満

19.2%27.2%33.3%26.0%27.4%
活用でき
る業務が

ない

25.2%23.0%25.0%29.3%21.7%現状に満
足している

25.7%17.4%16.7%24.4%16.0%
具体的な
効果がイ
メージでき

ない

19.2%16.5%8.3%14.6%17.0%
デジタルに
対して苦
⼿意識が

ある

7.3%11.0%0.0%3.3%12.7%

事業縮小
（廃業を
含む）を
考えてい

る

3.5%4.8%16.7%2.4%5.2%その他

注）Ｒ７年度全体割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数
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Q2-3 デジタル技術の活用を含むビジネス変革の取組状況

 「既に取り組んでいる」と回答した割合は29.5％であった。

既に取り組ん
でいる

29.5%

まだ取り組ん
でいない
70.5%

n＝1,116

Ｒ６年度
全体割合

Ｒ７年度
全体割合

Ｒ７年度従業員規模別割合

100人以上10〜100
人未満10人未満

30.2%29.5%73.0%50.1%24.8%既に取り組
んでいる

69.8%70.5%27.0%49.9%75.2%まだ取り組
んでいない

注）Ｒ７年度全体割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数
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【第１段階】
デジタイゼーション

34.9%

【第２段階】
デジタライゼー

ション
7.3%

【第３段階】
ＤＸ

3.9%

まだ取り組めて
いない

53.9%

Q3-1 現在のＤＸの３段階

 「第１段階」が34.9％、「第２段階」が7.3％、「第３段階」が3.9％であり、これらを合わせた割合
が46.1％であった。

n＝1,108

太枠の合計
46.1％

Ｒ６年度
全体割合

Ｒ７年度
全体割合

Ｒ７年度従業員規模別割合

100人以上10〜100
人未満10人未満

42.2%34.9%52.9%49.9%31.7%
【第１段階】
デジタイゼー

ション

5.9%7.3%29.4%13.5%5.8%
【第２段階】
デジタライ
ゼーション

2.1%3.9%3.6%3.5%4.0%【第３段階】
ＤＸ

49.7%53.9%14.0%33.1%58.5%まだ取り組め
ていない

注）Ｒ７年度全体割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数
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【第１段階】
デジタイゼーション

18.0%

【第２段階】
デジタライ
ゼーション
17.2%

【第３段階】
ＤＸ

12.2%

いずれの段階も
目指していない

52.6%

Q3-2 ３〜５年後に目指すＤＸの段階

n＝1,000

 「第１段階」 が18.0％、「第２段階」が17.2％、「第３段階」が12.2％であり、これらを合わせた
割合が47.4％であった。

太枠の合計
47.4％ Ｒ６年度

全体割合
Ｒ７年度
全体割合

Ｒ７年度従業員規模別割合

100人以上10〜100人
未満10人未満

24.1%18.0%16.4%20.8%17.4%
【第１段階】
デジタイゼー

ション

21.0%17.2%37.7%30.0%14.3%
【第２段階】
デジタライ
ゼーション

11.2%12.2%38.2%19.9%10.4%【第３段階】
ＤＸ

43.8%52.6%7.7%29.3%57.9%
いずれの段

階も目指して
いない

注）Ｒ７年度全体割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数
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17.2%

25.1%

23.5%

27.5%

11.7%

22.8%

22.3%

15.9%

17.8%

19.0%

22.2%

11.7%

14.0%

20.4%

21.3%

19.0%

27.9%

34.6%

22.2%

28.0%

22.3%

45.6%

38.1%

29.6%

15.7%

54.4%

35.3%

35.0%

業種固有

汎用（例 グループウェア、ＷＥＢ会議システム）・
自動化・分析ツール

総務・人事・給与・労務・教育訓練・
法務・情報システム

会計・財務・経営

供給・在庫・物流

決済・債権債務・資⾦回収

顧客対応・販売支援

導入しており成果が出ている 導入しているが成果はこれから 導入を検討している 導入の予定はない

 「導入しており成果が出ている」と回答した割合が最も高いのは、｢会計・財務・経営｣（27.5％）で
あった。

n＝ 567

Q3-3 デジタル技術の導入状況（業務別）
（Ｑ3-2で「いずれかの段階を目指している」と回答した事業者に向けた問い）

n＝ 558

n＝ 529

n＝ 591

n＝ 593

n＝ 577

n＝ 283

注）回答割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数
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6.7%

0.2%

2.8%

8.6%

17.5%

64.2%

0% 50%

1000万円以上

600万円以上1000万円未満

400万円以上600万円未満

200万円以上400万円未満

100万円以上200万円未満

100万円未満

Q3-4 デジタル投資規模
（Ｑ3-2で「いずれかの段階を目指している」と回答した事業者に向けた問い）

 回答した割合が最も高いのは、 「100万円未満」（64.2%）であった。

n＝434

Ｒ６年度
全体割合

Ｒ７年度
全体割合

Ｒ７年度従業員規模別割合

100人
以上

10〜100
人未満10人未満

62.0%64.2%11.5%35.6%70.6%100万円
未満

21.5%17.5%14.6%26.7%15.7%
100万円
以上200
万円未満

9.7%8.6%13.1%16.8%6.9%
200万円
以上400
万円未満

1.9%2.8%7.7%6.4%2.0%
400万円
以上600
万円未満

0.3%0.2%3.8%1.0%0.0%
600万円
以上1000
万円未満

4.7%6.7%49.2%13.4%4.9%1000万円
以上

注）Ｒ７年度全体割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数
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 回答した割合が最も高いのは、 「ＩＴツール販売代理店」（30.0％）で、次いで「税理⼠・公認
会計⼠」（29.8％）、「相談していない」（25.3%）の順であった。

n＝626

7.7%

3.3%

3.7%

4.0%

11.2%

12.6%

17.2%

25.3%

29.8%

30.0%

0% 10% 20% 30%

その他

ＩＴコーディネータ

⾏政相談窓⼝

ＩＴコンサル企業

商工会議所・商工会

社内のデジタル部署

⾦融機関

相談していない

税理⼠・公認会計⼠

ＩＴツール販売代理店

Q3-5 デジタル技術導入時の相談先（複数回答）
（Ｑ3-2で「いずれかの段階を目指している」と回答した事業者に向けた問い）

Ｒ６年度
全体割合

Ｒ７年度
全体割合

Ｒ７年度従業員規模別割合

100人以上10〜100
人未満10人未満

38.8%30.0%62.8%47.7%26.1%ＩＴツール販売代理店

38.1%29.8%11.2%24.0%31.2%税理⼠・公認会計⼠

20.8%25.3%5.3%12.0%28.3%相談していない

14.1%17.2%12.8%16.7%17.4%⾦融機関

8.0%12.6%46.3%26.3%9.4%社内のデジタル部署

13.3%11.2%1.6%6.0%12.3%商工会議所・商工会

8.2%4.0%26.1%12.0%2.2%ＩＴコンサル企業

4.1%3.7%1.6%4.3%3.6%⾏政相談窓⼝

5.2%3.3%9.0%5.0%2.9%ＩＴコーディネータ

7.5%7.7%12.2%9.7%7.2%その他

注）Ｒ７年度全体割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数
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11.8%

4.3%

6.4%

7.4%

15.6%

18.5%

21.0%

26.6%

33.3%

36.1%

37.7%

0% 10% 20% 30% 40%

その他

社外の連携先が⾒つからない

対応に際して公的な
相談窓⼝が分からない

既存システムがデータの
利活用に対応できない

自社の組織風土・企業文化に
馴染まない

デジタル技術を活用しても、
成果・収益が⾒込めない

対応する時間が確保できない

デジタル技術の活用に必要な
人材の確保ができていない

自社のビジネスに合った
デジタル技術を⾒つけられない

情報システムの構築・改修の
費用負担が大きい

デジタル技術の活用に関する
目標が明確でない

Q4 デジタル技術活用の課題（複数回答）
（Ｑ3-2で「いずれかの段階を目指している」と回答した事業者に向けた問い）

 回答した割合が最も高いのは、 「デジタル技術の活用に関する目標が明確でない」（37.7%）で、
次いで 「情報システムの構築・改修の費用負担が大きい」（36.1％）、「自社のビジネスに合ったデ
ジタル技術を⾒つけられない」（33.3%）の順であった。

n＝627

Ｒ６年度
全体割合

Ｒ７年度
全体割合

Ｒ７年度従業員規模別割合

100人以上10〜100人
未満10人未満

44.7%37.7%34.4%35.0%38.3%デジタル技術の活用に
関する目標が明確でない

45.3%36.1%60.8%48.3%33.3%情報システムの構築・改修の
費用負担が大きい

38.2%33.3%28.0%29.7%34.0%自社のビジネスに合った
デジタル技術を⾒つけられない

23.0%26.6%64.5%44.0%22.7%デジタル技術の活用に必要な
人材の確保ができていない

30.3%21.0%38.7%32.7%18.4%対応する時間が確保できない

23.0%18.5%15.6%15.3%19.1%デジタル技術を活用しても、
成果・収益が⾒込めない

19.3%15.6%16.1%15.7%15.6%自社の組織風土・企業文化に
馴染まない

11.9%7.4%23.1%15.3%5.7%既存システムがデータの
利活用に対応できない

10.5%6.4%3.8%6.3%6.4%対応に際して公的な
相談窓⼝が分からない

6.7%4.3%2.7%4.3%4.3%社外の連携先が⾒つからない

5.5%11.8%6.5%7.3%12.8%その他

注）Ｒ７年度全体割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数
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10.2%

19.4%

48.2%

20.1%

19.3%

42.1%

0% 20% 40% 60%

デジタル技術を活用していく上で、課題
が発生したことがない

事業実施

予算確保

事業計画作成

社内説明

事前検討

Q5 デジタル技術の活用を検討・実施する際の課題が発生する段階（複数回答）
（Ｑ3-2で「いずれかの段階を目指している」と回答した事業者に向けた問い）

 回答した割合が最も高いのは、「予算確保」（48.2％）で、次いで「事前検討」（42.1％）、「事業
計画作成」（20.1％）の順であった。

n＝616

①事前
検討

②社内
説明

③事業計
画作成

④予算
確保

⑤事業
実施

デジタル技術を活用
した事業の検討・実
施の流れ

Ｒ６年度
全体割合

Ｒ７年度
全体割合

Ｒ７年度従業員規模別割合

100人
以上

10〜100
人未満10人未満

51.7%42.1%36.5%42.8%42.0%事前検討（導入方法がわからない、導入す
る利点が感じられない、効果が不透明等）

22.2%19.3%44.8%30.5%16.8%社内説明（幹部層・実際にデジタル技術を
活用する従業員の理解が得られない等）

24.5%20.1%38.1%28.4%18.2%事業計画作成（目標、課題、取組内容設
定が困難である等）

49.2%48.2%63.5%53.8%46.9%予算確保（予算が膨大になる等）

21.6%19.4%33.7%24.7%18.2%事業実施（技術的な問題が生じた、有効性
があまり感じられない等）

4.1%10.2%8.8%5.5%11.2%デジタル技術を活用していく上で、課題が発
生したことがない

注）Ｒ７年度全体割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数
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必要としている
20.9%

必要としていない
79.1%

Q6-1 デジタル技術の活用に要する人材の必要性

n＝1,091

 「必要としている」と回答した割合は20.9％であった。

Ｒ６年度
全体割合

Ｒ７年度
全体割合

Ｒ７年度従業員規模別割合

100人
以上

10〜100
人未満10人未満

49.4％20.9%68.5%41.0%16.3%必要として
いる

50.6％79.1%31.5%59.0%83.7%必要として
いない

注）Ｒ７年度全体割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数
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Q6-2 デジタル技術の活用に必要な人材の確保における課題（複数回答）
（Ｑ6-1で「必要としている」と回答した事業者に向けた問い）

 回答した割合が最も高いのは、「デジタル技術の活用に必要な人材の要件（役割、能⼒、⼼構え
等）がわからない」（45.7%）で、次いで「デジタル技術の活用に必要な人材の候補者を探すこと
ができない」 （41.0%）であった。

10.2%

34.9%

41.0%

45.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

デジタル技術の活用に必要な
人材の候補者が地域にいない

デジタル技術の活用に必要な
人材の条件（待遇等）が合わない

デジタル技術の活用に必要な
人材の候補者を探すことができない

デジタル技術の活用に必要な人材の要件
（役割、能⼒、⼼構え等）がわからない

n＝396

Ｒ６年度
全体割合

Ｒ７年度
全体割合

Ｒ７年度従業員規模別割合

100人
以上

10〜
100人
未満

10人
未満

48.6%45.7%37.4%48.7%45.2%
デジタル技術の活用に必要な
人材の要件（役割、能⼒、

⼼構え等）がわからない

46.8%41.0%16.3%53.5%38.7%
デジタル技術の活用に
必要な人材の候補者を

探すことができない

47.5%34.9%61.2%46.5%32.3%
デジタル技術の活用に
必要な人材の条件

（待遇等）が合わない

12.2%10.2%19.7%12.3%9.7%
デジタル技術の活用に

必要な人材の候補者が
地域にいない

注）Ｒ７年度全体割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数
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Q６-3 デジタル技術を活用するための人材の必要性（人材別）と確保状況
（Q6-1で「必要としている」と回答した事業者に向けた問い）

 「必要であり確保ができている」、「必要ではあるが確保はこれから」と回答した割合の合計で最も高い
のは、「デジタル技術を活用した事業の企画・⽴案・推進等を担う人材｣（70.5％）であった。

12.9%

7.3%

6.8%

5.8%

5.8%

10.1%

10.7%

39.4%

36.2%

30.6%

48.9%

36.6%

60.4%

57.9%

47.7%

56.5%

62.6%

45.4%

57.6%

29.5%

31.4%

システムの実装やインフラ構築、保守・運用、
セキュリティ等を担う人材

システムのユーザー向けデザインを担当する人材

機械学習、ブロックチェーンなどの
先進的なデジタル技術を担う人材

事業・業務に精通したデータ解析・
分析ができる人材

システムの設計から実装ができる人材

デジタル技術を活用した事業の企画・⽴案・
推進等を担う人材

デジタル技術を活用した事業の実現を主導する
リーダー格の人材

必要であり確保ができている 必要ではあるが確保はこれから 確保の予定はない

n＝ 351

n＝ 340

n＝ 342

n＝ 355

n＝ 360

n＝ 368

n＝ 374

注）回答割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数
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Q6-4 デジタル技術の活用に必要な人材の確保方法（複数回答）
（Q6-1で「必要としている」と回答した事業者に向けた問い）

 回答した割合が最も高いのは、「確保できていない」（56.2%）、次いで「社内での育成による内製
化（研修、リスキリング教育等の実施）」（34.1％）であった。

6.8%

9.7%

34.1%

56.2%

0% 20% 40% 60%

外部人材を登用している
（広島県外）

外部人材を登用している
（広島県内）

社内での育成による内製化（研
修、リスキリング教育等の実施）

確保できていない

n＝402

Ｒ６年度
全体割合

Ｒ７年度
全体割合

Ｒ７年度従業員規模別割合

100人
以上

10〜
100人
未満

10人
未満

65.5%56.2%37.6%56.0%56.5%確保できていない

23.6%34.1%51.0%34.6%33.9%
社内での育成による内製
化（研修、リスキリング教

育等の実施）

12.0%9.7%22.1%9.4%9.7%外部人材を登用している
（広島県内）

4.3%6.8%17.4%7.9%6.5%外部人材を登用している
（広島県外）

注）Ｒ７年度全体割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数
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全て対応済みである
6.3%

⼀部領域に
レガシーシステムが残っている

9.0%

半分程度が
レガシーシステムである

4.1%

ほとんどが
レガシーシステムである

4.3%
そもそも保有していない

35.2%

わからない
41.1%

Q7-1 レガシーシステムの刷新状況

 「レガシーシステム（※）を保有している」と回答した割合は17.4%であった。

※レガシーシステム…導入から
20年以上が経過し、技術⾯の
⽼朽化、システムの肥大化・複
雑化、ブラックボックス化等の問
題があり、その結果として経営・
事業戦略上の足かせ、高コスト
構造の原因となっているシステム

n＝1,088

太枠の合計
17.4％

注）回答割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数
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Q7-2 レガシーシステムを刷新する上での課題（複数回答）
（Q7-1で「一部領域にレガシーシステムが残っている」、「半分程度がレガシーシステムである」、「ほとんどがレガシーシステムである」と回答した事業者に向けた問い）

 回答した割合が最も高いのは、「システムを刷新する際の費用負担が大きい」（36.1%）、次いで
「現⾏のシステムで問題ないため、刷新の予定はない」（34.0％）であった。

3.1%

9.6%

10.4%

17.9%

26.1%

34.0%

36.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

その他

社内からの理解が得られない

現⾏のシステムの要件等が把握できていない

必要な人材の確保ができていない

刷新する際のシステムの要件等が定義できない

現⾏のシステムで問題ないため、刷新の予定はない

システムを刷新する際の費用負担が大きい

n＝339
注）回答割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数
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活用している
（有料版）

7.1%

活用している
（無料版）

16.7%

検討中である
6.1%関心はあるがまだ特に

予定はない
25.0%

今後も取り組む予定
はない

45.1%

※生成ＡＩ…コンテンツ
生成（自然言語による
文章や画像、動画の生
成など）が可能なＡＩ

Q8-1 生成ＡＩの活用状況

 有料版または無料版の生成ＡＩ（※）を活用していると回答した割合は23.8％であった。

n＝1,094

太枠の合計
23.8％ Ｒ６年度

全体割合
Ｒ７年度
全体割合

Ｒ７年度従業員規模別割合

100人
以上

10〜100
人未満

10人
未満

3.0%7.1%27.1%10.9%6.2%活用している（有料版）

8.1%16.7%33.0%24.9%14.9%活用している（無料版）

5.2%6.1%11.9%6.6%5.9%検討中である

36.2%25.0%22.5%34.8%23.1%関⼼はあるがまだ
特に予定はない

47.5%45.1%5.5%22.8%50.0%今後も取り組む
予定はない

注）Ｒ７年度全体割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数
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18.5%

3.7%

5.2%

8.8%

11.2%

14.5%

14.8%

19.1%

59.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

社内からの理解が得られない

著作権侵害が発生する

生成ＡＩに頼りすぎて社員のスキルが低下する

入⼒した情報が漏洩するリスクがある

誤った回答を信じて業務に利用してしまう

ルールや基準の作成が難しい

費用負担が大きい

具体的な効果がイメージできない

Q8-2 生成ＡＩを活用する上での課題（複数回答）
（Q8-1で「検討中である」、「関⼼はあるがまだ特に予定はない」、「今後も取り組む予定はない」と回答した事業者に向けた問い）

●回答した割合が最も高いのは、「具体的な効果がイメージできない」 （59.4%）であった。

n＝671

Ｒ６年度
全体割合

Ｒ７年度
全体割合

Ｒ７年度従業員規模別割合

100人
以上

10〜100
人未満

10人
未満

69.1%59.4%52.3%67.8%57.7%具体的な効果がイメージでき
ない

26.7%19.1%34.9%27.6%17.3%費用負担が大きい

18.6%14.8%47.7%28.9%11.6%ルールや基準の作成が難しい

16.7%14.5%29.1%22.6%12.7%誤った回答を信じて業務に利
用してしまう

10.0%11.2%26.7%17.3%9.9%入⼒した情報が漏洩するリス
クがある

10.5%8.8%19.8%15.3%7.4%生成ＡＩに頼りすぎて社員
のスキルが低下する

6.4%5.2%12.8%9.6%4.2%著作権侵害が発生する

3.5%3.7%5.8%7.6%2.8%社内からの理解が得られない

12.1%18.5%11.6%7.6%20.8%その他

注）Ｒ７年度全体割合はウェイトバック補正済み、nは実際の回答者数
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参考資料︓令和７年度調査票①

 
Ⅰ ＤＸの認識について 
問１：ＤＸの認識について、最も近い選択肢に 1 つ☑を付けてください。 

※本調査において、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）とは、「事業を取り巻く環境変化を踏ま
え、『デジタル技術の活用』による『ビジネス変革』を進めること」と定義しています。 

□ ① 知っている 
□ ② 聞いたことはあるが、詳しくはわからない 
□ ③ 聞いたことが無い 

 
Ⅱ ＤＸの取組状況について 
問２―１：デジタル技術の活用を含むビジネス変革の必要性を感じていますか。 

最も近い選択肢に 1 つ☑を付けてください。 
□ ① 必要性を感じている  
□ ② 必要性を感じていない  

 
問２―2：問２―１で「②必要性を感じていない」と回答した方にお聞きします。 

「必要性を感じていない」を選択した理由について、最も近い選択肢に 1 つ☑を付けてください。 
□ ① 現状に満足している 
□ ② デジタルに対して苦手意識がある 
□ ③ 具体的な効果がイメージできない 
□ ④ 活用できる業務がない 
□ ⑤ 事業縮小（廃業を含む）を考えている 
□ ⑥ その他（自由記載）：（                                    ） 

 
問２―3：デジタル技術の活用を含むビジネス変革の取組を行っていますか。 

最も近い選択肢に 1 つ☑を付けてください。 
□ ① 既に取り組んでいる 
□ ② まだ取り組んでいない 

 

問３―１：ＤＸの３段階において、現在どの段階に位置していると思いますか。最も近い選択肢に 1 つ☑を 
付けてください。 

□ ① 【第１段階】デジタイゼーション 
・・・業務の一部をアナログからデジタルに変えること。 

（例 紙文書から電子媒体に変更、ロボット（ＲＰＡ）による一部業務の自動化 等） 

□ ② 【第２段階】デジタライゼーション 
・・・業務全体をデジタル中心に変えること。 

（例 決裁業務を効率化するために、ワークフローツールを用いてスピード経営を実現 等） 

□ ③ 【第３段階】ＤＸ 
・・・デジタル技術の活用によってビジネス変革や新たなサービスを生むこと。 

□ ④ まだ取り組めていない         
 
問３―２：ＤＸの３段階において、３〜５年後にどの段階を目指したいと思いますか。 

最も近い選択肢に 1 つ☑を付けてください。 

 
問３―３：問３―２で「①【第 1 段階】デジタイゼーション」、「②【第 2 段階】デジタライゼーション」、 

「③【第 3 段階】ＤＸ」と回答した方にお聞きします。 
デジタル技術を導入（または検討）している業務はありますか。また、成果が出ていますか。 
１〜７の項目それぞれについて、①〜④のうち最も近い選択肢に 1 つ☑を付けてください。 

  ① 導入して 
おり成果が 
出ている 

② 導入して 
いるが成果は
これから 

③ 導入を検討
している 

④ 導入の予定
はない 

１． 顧客対応・販売支援 □ □ □ □ 

２． 決済・債権債務・資金回収 □ □ □ □ 

３． 供給・在庫・物流 □ □ □ □ 

４． 会計・財務・経営 □ □ □ □ 

５． 総務・人事・給与・労務・教育訓練・ 
法務・情報システム □ □ □ □ 

６． 汎用（例 グループウェア、ＷＥＢ会議
システム）・自動化・分析ツール □ □ □ □ 

７． 業種固有（自由記載） □ □ □ □ 

自由記載欄（               ） 
 

□ ① 【第１段階】デジタイゼーション  ➡問３―３へ 
□ ② 【第２段階】デジタライゼーション ➡問３―３へ 
□ ③ 【第３段階】ＤＸ         ➡問３―３へ 
□ ④ いずれの段階も目指していない   ➡問６―１へ 
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参考資料︓令和７年度調査票②

問３―４：問３―２で「①【第 1 段階】デジタイゼーション」、「②【第 2 段階】デジタライゼーション」、 
「③【第 3 段階】ＤＸ」と回答した方にお聞きします。 
ＤＸを推進するために、デジタル投資をどの程度の規模で実施（または検討）していますか。 
次の欄に記載してください。（単位：万円） 
※デジタル投資とは、ハードウェア投資とソフトウェア投資のことを指します。イニシャルコスト、

ランニングコスト両方を含みます。 
 

 
 
問３―５：問３―２で「①【第 1 段階】デジタイゼーション」、「②【第 2 段階】デジタライゼーション」、 

「③【第 3 段階】ＤＸ」と回答した方にお聞きします。 
デジタル技術を導入（または検討）する際の相談先について、当てはまる選択肢にすべて☑を付けて
ください。（複数選択可） 

 
問４：問３―２で「①【第 1 段階】デジタイゼーション」、「②【第 2 段階】デジタライゼーション」、 

「③【第 3 段階】ＤＸ」と回答した方にお聞きします。  
 

 万円 / 1 年間 

□ ① ＩＴツール販売代理店 □ ② 金融機関 

□ ③ 商工会議所・商工会 □ ④ ＩＴコーディネータ 
□ ⑤ 税理士・公認会計士 □ ⑥ 行政相談窓口 
□ ⑦ ＩＴコンサル企業 □ ⑧ 社内のデジタル部署 
□ ⑨ 相談していない □ ⑩ その他（自由記載）：（            ） 

□ ① デジタル技術の活用に関する目標が明確でない 
□ ② 自社のビジネスに合ったデジタル技術を見つけられない 
□ ③ 自社の組織風土・企業文化に馴染まない 
□ ④ デジタル技術の活用に必要な人材の確保ができていない 
□ ⑤ 情報システムの構築・改修の費用負担が大きい 
□ ⑥ 社外の連携先が見つからない 
□ ⑦ デジタル技術を活用しても、成果・収益が見込めない 
□ ⑧ 対応する時間が確保できない 
□ ⑨ 既存システムがデータの利活用に対応できない 
□ ⑩ 対応に際して公的な相談窓口が分からない 
□ ⑪ その他（自由記載）：（                                    ） 

問５：問３―２で「①【第 1 段階】デジタイゼーション」、「②【第 2 段階】デジタライゼーション」、 
「③【第 3 段階】ＤＸ」と回答した方にお聞きします。 
デジタル技術を活用（または検討）する場合に、どの段階で課題が発生することが想定されますか。 
当てはまる選択肢にすべて☑を付けてください。（複数選択可） 
※〔デジタル技術を活用した事業の検討・実施の流れ〕 

①事前検討 ⇒ ②社内説明 ⇒ ③事業計画作成 ⇒ ④予算確保 ⇒ ⑤事業実施 
□ ① 事前検討（導入方法がわからない、導入する利点が感じられない、効果が不透明等） 
□ ② 社内説明（幹部層・実際にデジタル技術を活用する従業員の理解が得られない等） 
□ ③ 事業計画作成（目標、課題、取組内容設定が困難である等） 
□ ④ 予算確保（予算が膨大になる等） 
□ ⑤ 事業実施（技術的な問題が生じた、有効性があまり感じられない等） 
□ ⑥ デジタル技術を活用していく上で、課題が発生したことがない 

 
Ⅲ デジタル人材の確保について 
問６―１：デジタル技術の活用に必要な人材を必要としていますか。最も近い選択肢に 1 つ☑を付けてくださ

い。 
□ ① 必要としている  ➡問６―２へ 
□ ② 必要としていない ➡問７―１へ 

 
問６―２：問６―１で「①必要としている」と回答した方にお聞きします。 

デジタル技術の活用に必要な人材を確保する上での課題について、当てはまる選択肢にすべて☑を
付けてください。（複数選択可） 

□ ① デジタル技術の活用に必要な人材の要件（役割、能力、心構え等）がわからない 
□ ② デジタル技術の活用に必要な人材の条件（待遇等）が合わない 
□ ③ デジタル技術の活用に必要な人材の候補者を探すことができない 
□ ④ デジタル技術の活用に必要な人材の候補者が地域にいない 
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参考資料︓令和７年度調査票③

問６―３：問６―１で「①必要としている」と回答した方にお聞きします。 
デジタル技術を活用するためには、どのような人材が必要だと考えますか。また、その人材は確保で
きていますか。１〜７の項目それぞれについて、①〜③のうち最も近い選択肢に 1 つ☑を付けてく
ださい。 

  ① 必要であり 
確保ができている 

② 必 要 で は  
あ る が 確 保 は  
こ れ か ら  

③ 確保の予定は
ない 

１． デジタル技術を活用した事業の実現を主導 
するリーダー格の人材 □ □ □ 

２． デジタル技術を活用した事業の企画・立案・ 
推進等を担う人材 □ □ □ 

３． システムの設計から実装ができる人材 □ □ □ 

４． 事業・業務に精通したデータ解析・分析が  
できる人材 □ □ □ 

５． 機械学習、ブロックチェーンなどの先進的な
デジタル技術を担う人材 □ □ □ 

６． システムのユーザー向けデザインを担当する
人材 □ □ □ 

７． システムの実装やインフラ構築、保守・運用、
セキュリティ等を担う人材 □ □ □ 

 
問６―４：問６―１で「①必要としている」と回答した方にお聞きします。 

デジタル技術の活用に必要な人材の確保は、どのように行っていますか。当てはまる選択肢にすべて
☑を付けてください。（複数選択可） 

□ ① 外部人材を登用している（広島県内） 
□ ② 外部人材を登用している（広島県外） 
□ ③ 社内での育成による内製化（研修、リスキリング教育等の実施） 
□ ④ 確保できていない 

 
Ⅳ レガシーシステムの刷新状況について 
問７―１：レガシーシステムの刷新状況について、最も近い選択肢に 1 つ☑を付けてください。 

※レガシーシステムとは、導入から２0 年以上が経過し、技術面の老朽化、システムの肥大化・複雑
化、ブラックボックス化等の問題があり、その結果として経営・事業戦略上の足かせ、高コスト  
構造の原因となっているシステムのことです 。 

 
 

□ ① 全て対応済みである           ➡問８―１へ 
□ ② 一部領域にレガシーシステムが残っている ➡問７―２へ 
□ ③ 半分程度がレガシーシステムである    ➡問７―２へ 
□ ④ ほとんどがレガシーシステムである    ➡問７―２へ 
□ ⑤ そもそも保有していない         ➡問８―１へ 
□ ⑥ わからない               ➡問８―１へ 

問７―２：問７―１で「②一部領域にレガシーシステムが残っている」、「③半分程度がレガシーシステムであ
る」、 

「④ほとんどがレガシーシステムである」と回答した方にお聞きします。 
レガシーシステムを刷新する上での課題（刷新できていない場合はその理由）について、当てはま
る選択肢にすべて☑を付けてください。（複数選択可） 

□ ① 現行のシステムの要件等が把握できていない 
□ ② 刷新する際のシステムの要件等が定義できない 
□ ③ 社内からの理解が得られない 
□ ④ システムを刷新する際の費用負担が大きい 
□ ⑤ 必要な人材の確保ができていない 
□ ⑥ 現行のシステムで問題ないため、刷新の予定はない 
□ ⑦ その他（自由記載）：（                                    ） 
 

Ⅴ 生成ＡＩの活用状況について 
問８―１：生成ＡＩの活用状況について、最も近い選択肢に 1 つ☑を付けてください。 

※生成ＡＩとは、コンテンツ生成（自然言語による文章や画像、動画の生成など）が可能なＡＩの
ことです。 

□ ① 活用している（有料版）     ➡以上でアンケート調査は終了です 
□ ② 活用している（無料版）     ➡以上でアンケート調査は終了です 
□ ③ 検討中である          ➡問８―２へ 
□ ④ 関心はあるがまだ特に予定はない ➡問８―２へ 
□ ⑤ 今後も取り組む予定はない    ➡問８―２へ 

 
問８―２：問８―１で「③検討中である」、「④関心はあるがまだ特に予定はない」、「⑤今後も取り組む予定は

ない」と回答した方にお聞きします。 
生成ＡＩを活用する上での課題（活用していない場合はその理由）について、当てはまる選択肢に
すべて☑を付けてください。（複数選択可）  

 

□ ① 具体的な効果がイメージできない 
□ ② 社内からの理解が得られない 
□ ③ ルールや基準の作成が難しい 
□ ④ 誤った回答を信じて業務に利用してしまう 
□ ⑤ 入力した情報が漏洩するリスクがある 
□ ⑥ 著作権侵害が発生する 
□ ⑦ 費用負担が大きい 
□ ⑧ 生成ＡＩに頼りすぎて社員のスキルが低下する 
□ ⑨ その他（自由記載）：（                                    ） 
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学術研究、専門・技術サービス業

サービス業（他に分類されないもの）

生活関連サービス業、娯楽業

製造業

宿泊業、飲食サービス業

建設業

不動産業、物品賃貸業

医療、福祉

卸売業、小売業

参考資料︓令和６年度回答者属性

n＝1,720

10人未満
1,434 
83.4%

10人以上〜100人未満
249

14.5%

100人以上
37

2.2%
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参考資料︓全国及び他県の状況

● 全国では、ＤＸの取組状況について「既に取り組んでいる」と回答した企業は18.5％となっている。
● 宮城県では、デジタル化について「ある程度進んでいる以上」と回答した企業等は50.1％、福岡県では、
「ＤＸを知っており、実践中」と回答した企業は24.5％となっている。

福岡県宮城県全国広島県

2024年7〜８月2025年５〜６月2024年10〜11月2025年９月調査時期

福岡県
「中小企業の動向及び令和５年度中小
企業振興施策の実施状況-福岡県中小企
業振興基本計画年次報告-」

宮城県
「令和７年度宮城県内企業等のデジタル
化・DXに関するアンケート結果」

（独）中小企業基盤整備機構
「中小企業のDX推進に関する調査
（2024年）」

広島県
「令和7年度ＤＸに関する実態調査」

調査名
（及び出典）

ＤＸの取組状況デジタル化の取組状況ＤＸの取組状況デジタル技術活用を含む
ビジネス変革の取組状況

設問

DXを知っており、実践中
（24.5%）

ある程度進んでいる以上
（50.1%）

既に取り組んでいる
（18.5%）

既に取り組んでいる
（29.5%）

回答
（割合）
注）グラフは
出典を参考に
広島県が作成 DXを知っており、実践中

24.5%

DXを知っており、取組開

始に向けて検討中
16.8%DXを知っているが、

取組の予定はない
29.6%

DXを知らない
29.1%

既に取り組んでいる
18.5%

取組みを検討
している
23.5%

n=1,116 n=1,000 n=1,191

かなり進んでいる 1.2%

進んでいる

10.5%

ある程度進んでいる

38.4%

あまり進んで

いない
38.4%

進んでいない
11.5%

注）実施主体により設問が異なるため、単純に⽐較することはできない。

既に取り組んでいる
29.5%

まだ取り組んでいない
70.5%

必要だと思うが
取組めていない

27.1%

取組む予定は
ない
30.9%

n=581

注）広島県の回答割合はウェイトバック補正済み、 nは実際の回答者数
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